
『岡山大学法学会雑誌』第56巻第2号 (2007年 1月) 200

日HlHll日日仙川HlllllLHllll事

日HIHHIJnlH川HIIHHHHlri

FraneoisVoeffray,L'actiopopularisoula
defensedel'inte'rêtcollectlfdevantles
juridictionsinternationales
(PUF,2004,ⅩⅩ+403pp.)

玉 田 大

1.は じめ に

本書は,国際裁判における民衆訴訟 (actw♪01)ularlS)という特殊なテーマを扱いつつ,

単なる裁判手続の解説に止まるものではなく,国際法における実体法と手続法の元離とい

う大きな問題に取り組むものである｡現代国際法は,強行規範や対世的義務 (obllgations

eTgaOm71eS),国際犯罪といった実体法概念を生み出したものの,これらを手続的に保障す

る制度には欠陥が残る l̀lr,この点で,著者の関心は,対世的義務のような一般的 ･共通利

益を基礎とする実体法概念の (手続的な)実現可能性という問題に見出される｡さらに,

これに関連して,著者が特に問題意識を集中させるのは,国際社会の一般共通利益が有す

る ｢多辺性｣と国際裁判手続が有する ｢二辺性｣が適合するのか否かという論点であるL

他方,以上のような理論的な問題関心に対して,著者は堅実な方法論を採用する｡その

分析手法は古典的ではあるが,極めてナJ念であり,判例分析に際しては当事国の書面陳述

や口頭陳述を詳細に検討し,また条約制度の分析に際しては関連文書に遡ってこれを丹念

に分析する｡また,南西アフリカ事件等の難解な判例を扱いながらも,その筆致は称めて

軽快であり,全体構成も理解し易い,,また,｢共存の法｣から ｢協力の法｣への現代国際法

の構造転換を基盤とする実体法規範の出現に関しても,ILCの議論を中心に,条約起草過

程や関連文書を渉猟した労作であるoポール ･グゲンハイム賞 (2004年)の栄誉が本書に

与えられたのは,上記のような本書の多大な成果が正当に評価されたためであろう()

本書は三部構成になっている｡第1部 ｢失われた定義を求めて｣は歴史･比較法的分析

であり,古代ローマ法と各国訴訟制度の検討を踏まえ,国際法上の民衆訴訟概念の分析視 四

座と定義が提示される｡第2部 ｢国際法における民衆訴訟｣は国際裁判における民衆訴訟

(1)なお,本書の問題意識と符号する親が国の先行研究として次のものを参照｡杉原高嶺 ｢一般利

益にもとづく国家の出訴権 (-)(コ ｣国際法外交雑誌74巻3号,4号 (1975年)｡同『国際裁判の

研究』(有斐閣 1985年)第二章に所収O兼原敦子 ｢国家責任法における 『一般利益』概念適用の

限界｣国際法外交雑誌94巻4号 (1995年)1-50臥
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制度の実証的分析である｡第3部 ｢民衆訴訟の展望｣では,強行規範や対世的義務などの

実体法概念と民衆訴訟の関係からfl_:じる謝 j]過が幅広く検討される｡以下,本書の[)tl容を

,iFi介した後で,紹介者のコメントを付しておこう,,

2.内容 紹 介

第一部 ｢失われた定義を求めて｣(pp.3-41)

第-草 ｢原初的制度一 古代ローマにおける民衆訴訟｣Lpp.6-22) 古代ローマにおける

民衆訴訟の形態は多様であるが,｢個人の[良枝的な利櫨に関わり無 く,あらゆる者に山訴資

格を付与･する｣という点で舛漸 勺が 見られ.噺(.-日身の権利と ｢民1,,it｣(pof'ulus)の権利
を1即寺に保護するものであったL,この ｢ft衆｣とは,ローマJrf民だけでなく,ローマの全

構成員からなる総体 Lunensemble)も合意した｡第二二章 ｢民衆訴訟の現代的変転｣(pp.

23-34) 今口の集団代表訴訟 (classactions)などはローマ法上の民衆訴訟に比べて山訴

資格者の範閏が制限されているが,出訴資格に制限のないスペインの民衆訴訟 (acclOn

popular)等はローマ法_Lの民衆訴訟概念と同一視し得るU第三章 ｢国際法学-の示唆｣

(PP35-41).ローマ法 Jの概念を国際法に移し変えることはできか ､が,次の点で類推が

吋能である()耶1に共通利益の保護,第2に共L司休の各構成貝に付与された出訴権,第3に

集同利益と個別利端の同一視であるO以上より,rijLt際法上の民衆訴訟は ｢全体的又は部分

的に共通する利益を保護するために共同体の各構成員が提起することのできる訴訟行為｣

と定義付けることができるL,

第二部 ｢国際裁判における民衆訴訟｣(pp.44-225)

第-第 ｢国際司法裁判所｣(pp,451105)J第一章 ｢pCIJの遺産｣(pp17-54)｡ウインブ

ルドン号判 牛とメ-メル領規程事件に見られるように,PCIJは ｢条約遵守の利益｣という

捉え方によって原デiの出訴酎 各(laqualltepOuraglr)を仏 く認めた｡第二章 ｢ICJの消極

性｣(pp55-90) 商内アフリカ事件 (節-･段階1962牛)において,lCJは管轄権条項 (南

押アフリカ委任状7条2項)の広範な文言に基づいて原告が当条項を接JT]する資格を有す

ることを認めたが,その後の就判官構成の変化により.第二段階判決 (1966年)では前判

決を博し,原告の法的権益を否r,Eした｡一般利益に甚づく原苦の請求は第-判決で認めら

れており,第二判決は第-判決と両立し難いし-なお,第二判決は凶際法上の民衆訴訟を全

て否定した訳ではなく,委任統治が少数者保護条約などと異なるという意味でこれを否定

したに止まる｡すなわち,民衆訴訟を認めうるか否かは一般的に決められるものではなく,

関連する監督制度の性質や保護される火通利在の存州 二応 じて佃別に判断されなければな

らない (p.71)｡また,ハルセロナ ･トラクション事件判決 (1970年)において対世的義務

が認められた｡民衆訴訟はこの義務の論坪的帰結の一つであり,両者の間には類縁佳 日a

parente)がある (pp.75-76)0第三串 ｢IPlJ'封二留まる船｣(pp.91-105) 以上のように.判

例 卜の民衆訴訟の位置つけは不明確である.｡南西77リが田牛第二判決によれば,条約上
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で民衆訴訟を設定することは妨げられず∴実際に,全ての締約国の提訴資格を認めるよう

な多数国間条約も見られる.⊃

第二編 ｢特別な訴訟手続｣(pp,107-225卜 第一輩 ｢個人の権利保護｣(pp.108-173) 人

権諸条約の委員会コントロールでは民衆訴訟が認められており.これは人権保護が総体と

Lての全加盟国の利益に関わるという人権規則の特殊な法的性質に基づ く｡なお,個人通

報手続では出訴資格が ｢被害者｣(vICtlmeS)に限定されるが,ここで否定されている ｢民

衆訴訟｣は田内~封封j=為の合法件に関する畑象的審査を意味するに過ぎず,集団的利益に

基づく提訴は妨げられない｡人権保障の客観的義務 (obllgatlOnSOb)ectives)により,他の

人権条約でも民衆訴訟が認められている〕第 二草 ｢国際法の他の分野｣(pp.174-218).海

洋法裁判所や欧州L'1法裁判所でも民衆訴訟が,.i).められているが,WTOや国際刑事裁判所

では未発達あるいは未完成である｡環〕動去や人道法でも民衆訴訟に類似の手続がある〔第

二章｢対照表｣rpp,219-225) 第 1に,多くの条約では締約河の出訴利益 (1'interetaagir､)

の規定がないため,民衆訴訟の認否は扶判官の評価権限に委ねられるが,裁判官は民衆訴

訟に対して消称的である｡義務の ｢客観的｣ 性質や ｢ヨーロッパ公序｣は民衆訴訟にl)ン

クするが,訴訟過多の懸念からHJ.訴資格は拘束に限定される(,第2に,民衆訴訟は ｢立法

行為の抽象的審査｣や ｢合法性の予防的審杏｣とは厳稀に区別されるべきである｡第3に,

民衆訴訟の利TLIに対する国家の消極性も指摘 し得るO

第三部 ｢民衆訴訟の展望｣(pp.227-382)

第一編 ｢民衆訴訟の規範的基鯨｣(pp,229-318L 第一一章 .｢転換する国際法｣rpp.230-

238) 伝統的国際法では,条約違反の直接被害FE]が国際責任を追及するという相互j=.義的

な権利義務関係が支配的であったが,20世紀以降.国際法の合法性確保に対 して全ての凶

家が利益を有する構造が生まれた｡この転換の中で強行規範や対世的義務が生まれており.

民衆訴訟もこの進展の一側面である,,た7LiL.紛争処坤分野を含め,この傾帖 ま部分的な

ものに止まるO第二章 ｢対世的義務,強行規範,民衆訴訟｣(pp2391262).対世的義務は

二国間の法関係に分割され得ないものでありLIJndlVISlbles),国際共同体の仝構成国が当該

義務の遵守に法的利益を有するが,条約によって ｢部分的対世的兼務｣(obllgationserga

()mneJDarteslを創ることもできる(p.246).｡対L址的義務における｢すべてのもの｣(om〝e∫)

は,集伺全体と同時に集団を構成する各部分をも指す｡国際共同体は共通利益を保護する

機関を有きないため.論理的には共同体を構成する諸国家がそれぞれ権利保有者たる資格

を有するからである (p.253)｡対牡的義務のF,｣法手続上の効果を表現したものが民衆訴訟

であるが.両概念は完全に同--ではない.比衆訴訟は共通利益保護のための一手段に過ぎ

ず,義務違反国のl司意に基づ く裁判管轄権が設定されない限り認められないからである

(pp.261-2621)第三章 ｢条約法の臥在から見,+=民衆訴訟｣(pp.263-277).国内法 卜,相

対的無効 日anulllterelatlVe)は契約当事者閲の利益保護を目的とするのに対 し,絶対的

無効 (lanulllteabsolue)は一般利益保護をt川勺とし,あらゆるものに無効の主張が認めら

れる｡他方で,条約法条約では絶対的無効が規定されたが,紛争処理手続はバイラテラル
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なものしか認められなかった (pp.2631270)oただし,条約法条約のあらゆる当事国が絶

対的無効を主張 し得る(p272)0第4章｢責任法の観点から見た民衆訴訟｣(pp.278-318)

伝統的国家責任法は損害賠償 (lareparatlOnd●unprejudice)を中心とし,二辺的であった

が,ILCの作業において多辺化 (multllaterallSatlOn)され,国際共同体の全構成員に影響

を与える義務違反が認められた (p.282)｡最終草案42,48条のコメンタリーでは,集臼川勺

利益の保護のための比衆訴訟の可能性が認められている (pp304-305)ド,さらに.ILCで

は国際犯罪概念に付随して民衆訴訟が議論され,最終的に国際犯罪概念は放棄されたが.

民衆訴訟については何らの異議も唱えられていなかった rp,317)｡

第二第 ｢司法手続における民衆訴訟｣(pp.319-361)｡第一章 ｢民衆訴訟の存在要件｣

(pp.320-323) 民衆訴訟の提起には3つの前提条件がある｡第1に形式的なアクセス権

(ledroitd'accesformel)であり,裁判条約 (ICJ規程34条1項)によって規律されるU

agir)である｡第二章 ｢民衆訴訟に対する手続的抗弁｣(pp.324-354日 民衆訴訟請求に対

しては以下の抗弁が提起されるO第 1に,原告の利益は法的 .具体的 .直接的なものでな

ければならないと主張されるoLかし.ウインブルドン弓･事件のように ｢潜在的利益｣(l■

inter占tpotentlel)を認める場合,比衆訴訟に限りなく接近する (p.331)r〕第2に,民衆訴

訟は政治的紛争に触れるため認められないと主張されるが,判例上この抗弁は認められて

いない｡第3に,民衆訴訟は合法性の抽象的審査となるため認められないと主張されるが.

これは責任法が損害補填機能しか有さないという伝統的議論に拠るものであり,責任法が

合法性コントロールの機能を有することを無視しているO第4に,民衆訴訟は国際裁判の

合意的性質に反すると主張されるが,艮衆訴訟は裁判の任意性とも合意的性質とも抵触し

ない｡また.民衆訴訟は多辺的紛争を対象とするため,裁判手続の二辺性と抵触すると言

われるが,二辺性は訴訟参加手続によって緩和される｡第三章 ｢民衆訴訟の目的論｣(PP.

355-361):民衆訴訟の第1の目的は国際法違反の確認 (constatatlOn)である｡南西アフリ

カ事件と北カメルーン事件では,原告は違法性確認の宣言的判決を求めており,損害賠償

は求めていないLlなお,裁判機関によっては民衆訴訟に関して無効確認などの多様な政済

手段が認められている｡また,責任法の一般規別により,民衆訴訟を通じて原状回復や損

害賠償が可能となる場合もあり得る､1

第三相 ｢現代国際共同体における民衆訴訟の可能性｣(pp363-382)｡第-章 ｢剛度的観

点から見たDJ能性｣(pp364-374) 第1に,出訴資格の範囲は立法政策と司法政策によっ

岩 て決定されるo第2に･凶際社会では共通利益を実現する制度的基盤が欠如するOと同時
一 に,国際裁判では国際粍関に出訴資格が認められないため.共通利益を確保する権利を共

同体の各構成員に認める必要が生じる｡第3に,民衆訴訟は公共圏の保護という目的を有

する｡第4に,民衆訴訟は万人のためのiE蒐 (uneJLISticepourtous)という理念を実現す

る｡このような謂観点から民衆訴訟の制度的基盤が正当化されるが,他方で,民衆訴訟に

は次のような否定的要素もあるLl第1に.国際共同体の保安'FlIの役割を担おうとする国家

による覇権を斎す危険がある｡第2に,ljlJ際裁判の政治化や弱体化を窟す危険があるO第
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3に,艦訴による裁判所の麻樺を斎す危険があるDとは言え,いずれの危険も決定的なも

のではない 0 第二幸 ｢政策的観点から見た可能性｣(pp375-382) 国家は民衆訴訟に消極

的であり,実行上も民衆訴訟は稀にしか用いられないが,その理由は次の5点である｡第

1に国家の利害関係の欠如,第2に民衆訴訟が二国間関係に及ぼす政治的 .経済的影響,

第3に訴訟活動にかかる諸費札 第4に民衆訴訟手続の実効性に対する疑念,第5に二国

間交渉の優先である｡

結 語 (pp.383-387)

現在重要なことは.一般的な形で民衆訴訟の実際的有用性を問題とすることである｡と

は言え,国際法上 民衆訴訟は未だなお未知の領域 (terTlaincognita)である｡確かに,

現代国際法は対世的義務のように共l司利益保護のための規範的な発展を遂げてきたが,こ

の発展は十分な制度上の進展を伴わなかったため.規範面 (1eplannormatlf)と制度面

(1eplanlnStitutlOnnel)の間に乗離が生じている｡とりわけ,後者は依然としてノ､イラテ

ラル.モデルに依拠しているO民衆訴訟は対世的義務の概念の中に萌芽として包含されて

いるが,国際裁判が任意的なものである以上,民衆訴訟は被告国の同意に依拠せざるを得

ない｡

3.コ メ ン ト

以上に紹介したように,本書は民衆訴訟概念の歴史に遡り,PCIJとICJの判例の変遷

を具に検討し,加えて.多様な紛争処理機関の実行を丹念に調べ尽した力作である｡確か

に.著者のスタンスは民衆訴訟概念を積極的に根拠付けようとするものであるため,全般

的な筆致は予定調和的な色彩が強いが,それでもなお,単純な民衆訴訟擁護論を展開して

いる訳ではなく,個別具体的な手続における問題点や限界,さらにその背景にまで踏み込

んでおり,バランスのとれた議論となっているコ

他方で,そのためか,本書においては殊更目新しい見解が提示されている訳ではない｡

当初の問題意識に即して言えば,実体法と手続法 (著者の言葉では規範面と制度面)の間

の乗経については,本書では問題点が再確認されたにLEまり,何らかの打開策や再解釈が

我々に示された訳ではない｡また,民衆訴訟概念の基盤を積極的に見出そうとするあまり,

本書の方法論や検討内容にはややバランスを欠く部分も見られるO 以下で詳しく検討して

みよう｡

(1)検討対象

まず第1に.著者の検討対象の広げ方に言言放しておこう｡本書の題名にあるように,著

者は ｢国際裁判所｣(lesjurldlCtlOnSlnternationales)を検討対象としているO著者のいう

｢裁判機関｣(JurldictlOn)は,｢法宣言｣(JurlS-dictlO)機関と捉えられており,WTO紛争

処理機関や国際人権裁判所などの多様な紛争処理機関がこれに含まれる (p.39)｡確かに,

273



195 FrancoISVoeffray,L'actlOPOPu]arlSOuladdfpnL<Cde/HIIereAfro/lectlfdel,aul/csJu,ldlClto"I"llr,)Zatlmla/es

l司際法の ｢裁判化｣(JurldictlOnnallSatlOnlと呼ばれるようにL2,.現代国際法は多様な法分

野において ｢裁判｣類似の機関を設け.法解釈 LJurlS-dictl｡)を促進させている｡ところ

が,民衆訴訟を論じるに際して ｢裁判化｣規範を軒-的に捉えることには注意を要する｡

伝統的な裁判機関と異なり.現代的な裁判概関は ｢擬似裁判的｣(par°-JurldlCtlOnnels)で

いう機能を有するのに対して,コントロール手続と呼ばれる現代型手続は,LLj際レジーム

という実体概念を実現するために設けられた手続 (制度)であり,その射程は紛争処理に

限定されない｢そこでは,レジームの維持という一般的で共通の利益の実現という機能が

付与されるため,そもそも二辺的関係に還)亡されない多辺的関係が保護剤象とさjlLている

のである｡従って.著片の関心からすjlLば,LC衆訴訟概念にうまく適合するのは,当然な

がらコントロール手続ということになる〔)本書は,伝統的手続の二辺性を克服するために,

敢えて ｢裁判機関｣概念を広く捉え,多様な手続を包摂するのであるが.上記のような制

(2)対世的義務と民衆訴訟

民衆訴訟を巡る..蒐論は,従来から対世的義務と民衆訴訟の関係を如何に捉えるのかとい

う点で大きく対立してきた｡民衆訴訟否定説は南甜アフリカ7糾牛 (第二判決1966年)を根

拠とするが,他jjで民衆訴訟打完説によれば,1966年判決は村仲的義務を認めたバルセロ

ナ ･トラクション事件 し197011:一判決)によって汚され.対旺川勺義務を認めた帰結として必

然的に民衆訴訟が容認されるという5㌧,このように.民衆訴訟の許容性を巡る議論は,対

世的義務と民衆訴訟の連関性という論点に深く関わっていると言えよう｡それ駄 本吾が

抱える間男乱在の多くもこの点に関わるn

第1に問題となるのは,対世的義務における権利義桔関係の分割可胎性である,,対世的

義務の名宛人は ｢国際社会全体｣(lacommLInauteinternatlOnaledesEtatsdansson

enscLmble/theInternationalcommunltyO土Statesasawhole)であり,これを一体のもの

として捉える似合,当該義務は各個別o)国家に対する義務に分割され㌍ほ い｡著者はこの
点を認めつつも,対世的義務における ｢すへてのもの｣(nm7ieS)が,集団全体と同時に集

Lijを構成する各部分をも指すという (傍点玉Et])｡それ放,対世的義務の帰結として,

各個別)i(家が義務違反を主張し717るというのであるOでは,その根拠は何であろうか｡若

者によれば,｢国際共同体は共通利益を保護する機関を有きないため,論群的には共剛本を

構成する諸Li:7家がそれぞれ棒利保打者たる資格を有すると考えざるを得ない｣というので

(2) I,olr,SF.DIJ.(1ノZErldT'.[1071)lallLWzr'71(/u(Jr(Jllz71ler)ZlJtlm7rJl(coll｡quedeLllle.Parュs,Ped｡ne.
20031

し3)Plerre-MarleDUPUY,咲ActionpubLiqueetcrlmeInternationalde]EtataproロosdellartlCle
19duproJetdelaCommissIOndudrolllnternatlOrlllIsurTLar占sponsZlbllitpdesEtats沖.AF.DI,

tome25(1979),p553

トt)Christlan J.TAMS,"BookRevLeW…,(;erma)lYIL.,vo】48(2005l.p727
(5)Cf.DISSentlngOplnionuりudgeSchwebeLJC/Ref,(,rtヾ1984.p.197.
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ある (p.253).このような著者の対世的義務の分割論は,対世的義務を実現するために民

衆訴訟が必要であるという議論に過ぎず,実証的な根拠を伴っていないのであるt､

第2に問題となるのは,国際法上の実体的梅干りと手続的権利の関連性であるoL.述のよ

うに,著者は実体法規範 (対世的義務)から手続法規範 (民衆訴訟)を導き出そうとして

いるcLかし,似 二村世的義務が分割可能であったとしても,実体的権利と手続的権利は

直掛 二は連結しない｡例えばA国が対世的義務に違反したとしても,国際司法裁判所規程

の非当事国であるB国は出訴資格をilさないし,AB両国の同意がなければ裁判管轄権は

設定されない｡実体法 Lの法関係が裁判手続を通じて判決に反映されるためには,手続法
上の固有の諸要件 (特に管轄権規則)をも満たす必要があるr′このように,実体法と手続

法の峻別論は,既に束チモール事件 (判決1995年)で明示されており,ICJは本件におい

て,権利の対世的な対抗可能性と管轄権の同意原則をLi別すべきであると述べているので

ある｡もちろん,著者自身も対世的義務が管轄権の同意原則を克服し得ると主張している

わけではないO著者は,対世的義務と民衆訴訟が直接的に連関するわけではないことを認

めており,次のように述べている｡｢民衆訴訟は共通利益保護のための一手段に過ぎない｡

義務違反回の同意に基づく裁判管轄権が設定されない限り認められないからである｣(pp,

261-262)｡従って,実体的権利義務関係 (対世的義務の違反)は,直接的には手続的権利

義務関係 (民衆訴訟権)を生み出さないのであるLl

そこで著者は次のような議論を展開する｡第1に,国際裁判においては強制的管轄権の

欠如により,管轄権を設定し得る国家間でしか民衆訴訟は存在し得ないo第2に,条約ベー

スで管轄権が設定されている場合は,当該条約の当事国の間でのみ民衆訴訟が可能となる

(p.40)0枚言すれば,国際法上の民衆訴訟概念は,形式法源たる根拠を特定の (多数LJE

間)条約に求めざるを得ないのである｡

以上のように,著者のいう民衆訴訟剛度は,特定の ｢裁判｣付託条項を含む多数国間条

約上の特殊制度として存在する｡著者の見解を敷桁すれば.｢部分的な対世的義務｣に対応

するような ｢部分的民衆訴訟｣とでも呼ぶべきものが複数追存することになる｡であると

すれば.やはり民衆訴訟論を国際 ｢裁判｣という包括的な枠組みの中で議論することはで

きないと考えるべきであろうO

(3)履行確保義務と民衆訴訟

本書が発刊された2004年以降,国際う引去妓判所の裁判例において2つの重安な展開が

あった｡1つは雁行確保義務に関するものであり,もう1つは強行規範に関するものであ

る,,いずれも民衆訴訟を巡る本書の議論に深く関わるものであるため,以下でそれぞれ検 八

討しよう｡

対世的義務に開通して問題となるのが 伯目深義務の履行確保義務｣を巡る議論である(,

すなわち,村世的義務に違反した剛 二対して.1日二接被害国以外の第三国が当該義務を ｢履

行させる義務｣を負うと構成し,ここに民衆訴訟の法的根拠を見出そうとするものである｡

この雁行確保義務が主張されるのは,とりわけ国際人道法分野においてであり,往々にし
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てジュネ-ヴ諸条約共通第 1条が引用されるt,同条によれば.｢締約国は.すべての場合に
おいて,この条約を尊重し,且つ,この条約の尊重を確保することを約束する｣(傍点玉

Hj)と規定されるからである｡では,履行確保義務は民衆訴訟と如何なる関係を有するの

であろうかO本書著者はジュネーヴ条約共通1条を用いつつ,次のように述べるo｢最大限

のことをなし得るものは最小限のことをなし得る (QulPeulleplus,peullemolnS)oすな

わち,国際人道法規則を遵守させる義務を国家が有 しているとすれば,なおさら (〟

fortlurl),国家がその遵守について法的権利あるいは法的利益を有しているのは当然であ

る｣(p.212)Oすなわち,｢遵守させる義務｣は ｢遵守させる権利｣を当然に含むという訳
である｡

この点について参照に値するのが,パレスティナ分離壁建設事件 (勧告的意見2004年)

であり.本件で ICJは,イスラエルの対世的義務違反に対応する第三凶の履行確保義務を

導いている.裁判所は.｢イスラエル以外の国家および眺割こついて生じる法的結果｣とい

う項目において次のように述べる｡第 1に.イスラエルの遠反した義務は自決権の尊重義

務と国際人道法上の義務であり,前者 (自決権)は ｢対tU二的に対抗可能な権利｣(undroit

opposableergaomnes)であり,後者 (人道法上の義務)も対世的性質 (uncaraclereergo

omnes)を有する義務を含む16(,第2に,これらの権利義務の ｢性質と重要性｣に鑑みて,

すべての国家に次の義務が課されるC,分離壁の建設から生じる違法状態を承認しない義務,

違法状態の維持に援助を与えない義務,さらに,パレステ 1ナ人民の自決権行使の障害が

取り払われることを監視する義務であるr7'｡本件で注目すべきは,義務の ｢対世的性質｣

を根拠として.具体的な法的効果としての庵行確保義務が導かれている点である{8)oLか

し,対世的義務から派生する履行確保義務が不承認義務や支援禁止義務を含むことは明ら

かになったものの,対世的義務の違反剛 二対して,第三国が具体的に如何なる法的請求を

揺起し得るのかは明らかではない19Jっとりわけ.履行確保義務が履行確保権利を含み,さ

らに民衆訴権までも包含するとまで読み込むことは,現時点では不可能である｡

(4)強行規範と民衆訴訟

第2に問題となるのは,強イ~f規範と民衆訴訟の関係であるDこの点について,ICJはコ

ンゴ領域における武力活動事件 (管轄権 .受理可能性判決 2006年2月3日)(.O'において次

(6)Conse'quelLCeSjurTdlqueSdere,dlfltatlu?id'unmlLrdamsLett,mloTrC♪alestlmenOCCIIPe.AvIS

consultatlfdelacエJdu9Ju】tle[2004,paras.155-157
九 (7)lbld,p｡ras.158-159

神戸法学年報20号 (2004年)142頁o

(9) 兼蝶敦子 ｢国際義務の履行を『確保する』義掛二よる国際規律の実現｣立教法学70号 (2006年)
238頁｡

(10)jlノねtredesacllylldsarmiessurlefemlozresduColZgO (nc'uVeuerequete 2002)(R台publlC

democratlqueduCongoc.Rwanda),CompetencedelaCouretrecevabllltedelarequite.Arret
du3fevrler2006
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のように述べている｡｢ジェノサイドの禁止がまさにこのような[強行規範たる性質を有す

る]場合にあたるのであるが,紛争がそのような [強行規範たる]性質を有する規範の遵

守に関するものであったとしても,それだけでは裁判所の管轄権を基礎付けることにはな

らない｡裁判所規程により,裁判管轄権はやはり当事国の同意に依拠するのであるtlJ'｣O
本件は,裁判所が強行規範を明示的に承認した初の事案であり,その意味で画期的な判決

であるが,上記引用部分は既に東チモール事作において判示されていた内容 (権利の対世

的性質と管轄権の同意原則の峻別論)を強行規範に置き換えただけであり,その意味では

目新しいものではないGこの点について裁判所は,｢紛争において,対世的な権利義務や一

般国際法上の強行規則が問題になっていたとしても,その事実だけでは,管轄権が当事国

の同意に依拠するという原則の例外とはならないH2'｣と述べている｡それ故,仮に遠反さ

れた (と主張される)実体法規が対世的義務や強行規範であっても,これら実体法規範の

性質は裁判所の管轄権設定には無関係とされるのである｡

さらに,本件では実体法と手続法の関係に関する重要な言及が見られる｡裁判所によれ

ば,｢ジェノサイド条約9条に関するルワンダの留保は裁判所の管轄権に関するものであ

り,ジェノサイド行為そのものに関して条約から生じる実体的義務 (1esobllgationsde

fond)には影響を与えない(13'｣という｡すなわち,ジェノサイド行為の禁止という実体兼
蘇 (条約2,3条)は強行規範であるが,他力で手続的義務 (条約9条)はその実体的義

務とは直接関係がないため,同条に対する留保は有効とみなされる｡この判断に従えば.

1つの条約の中に強行規範性を有する実体義務があっても,手続規定に留保を付すことは

可能であり,その結果,強行規範親定の違反を追及するための手続的保障が,ジェノサイ

ド条約のような特殊な条約においても欠如することになる｡すなわち.裁判所の判断から

導かれるのは,実体法と手続法の乗離が否定し難いという点であt),改めて前者を後者に

連結させる議論が困難であることが明らかにされたと言うことができよう｡

以上に見たように,本書は民衆訴訟に関して幅広く検討し,ICJ手続の限界や諸手続と

の相違点など,多くの分析結果を提示している｡対世的義務に対応する手続的制度として

民衆訴訟制度を再構成しようとする著者の試みは,それ自体が成功しているわけではない

が,両概念を-完程度分離せざるを得ないという著者の結論自体に異論はない｡

また,ここ数年.対世的義務の強制の問題を扱う著書(14や .国家責任論の文脈で国際共

同体概念を検討する著書り5)が相次いでおり,国際社会の共通利益概念を分析概念として用

(ll)lbzd.,para64.

(12)lbld..para.125.

(13) !bzd.,paI･a.67.

(14)ChrlStlnaJTAMS,EnforcingObllgatluWLTErgaOmnes〃2Internal10nalLauJ(Cambridge

UnlVerSltyPress,Cambrldge,2005,XXX】+359pp∫

(15)SantlagO VILLALPANDO.I:emergence de la commu7tautellnternatl0TTale dams /a

resz'onsabtlltideSElafs(PubllCat10nSdeHnstlluldehautesetudeslnternationales,Geneve,PUP.

2005,Xx+525pp.)
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いる議論は根強い｡さらに,上述のようにコンゴ事件においてICJは強行規範の認定に踏

み込んでおり,今後もこうした実体法規範を巡る議論が広がりを見せるようにも思われる｡

他方で,ICJが繰り返し強調するように,こうした実体法上の動きは (国際司法裁判所の)

手続法の進展と何らの連動性も有していない｡その意味では,本書が到達した結論は,む

しろこの連動性を切断して捉えるための視点を提供するものとして,貴重な先行研究とな

ろう(/
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